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APR.36号
政治を動かす・未来を動かす

２月 ７日に実施された会長選挙において、史上初
めて １万票を超える１１，６７６票という総得票と全国５１
弁護士会における最多得票をいただくことができま
した。 １回の選挙・投票で当選者が決まったのは実
に ６年ぶり、 ４月 １日に新会長が就任できたのも ４
年ぶりのことです。会員の皆様の大きなご支持に心
より感謝申し上げます。ご期待に応えるべく ２年間
全力を尽くす決意です。ご指導・ご鞭撻のほど、よ
ろしくお願いいたします。
選挙戦で、私は、主に ３つのことを訴えました。
第 １は、司法の役割を大きくし、弁護士の活躍の

場を拡げ、身近で使いやすい司法を実現するという
ことです。裁判官の増員・裁判所支部機能の充実強
化をはじめとする司法基盤の整備、法律扶助の拡
充・権利保護保険の対象拡大・法律相談の充実など
司法アクセスの改善、弁護士の活動領域の拡大を進
めねばなりません。
第 ２は、法曹養成制度改革と若手支援です。法曹

の魅力と法曹養成制度に対する信頼を回復するため
に、法科大学院の定員削減と統廃合を含む改革、司
法試験合格者の可及的速やかな年間１５００名以下への
減員、司法修習生に対する給費制の復活を含む経済
的支援の充実、若手会員に対する様々な支援は、ま
さに喫緊の課題です。

第 ３は、憲法と人権を守ることです。立憲主義、
恒久平和主義の後退を許すことはできません。
日弁連が掲げるこうした政策課題は、その多くが
立法措置や予算を伴うものです。したがって、その
実現のためには、政党や国会議員の先生方にご理
解・ご賛同をいただくことは必要にして不可欠で
す。しかし、強制加入団体である日弁連が政党や議
員の先生方との関係を築くことには、自ずから限界
があります。そこで日弁連に代わって政治分野を担
うのが弁政連であり、その役割はきわめて大きく、
近時ますます重要になっています。
会員の増加と未設置支部の解消により、弁政連が
さらに力強い組織になることを何よりも期待してお
ります。
私も、社会の理解と信頼、法曹三者の信頼と協
議、会員と弁護士会の結束を基礎として、「社会と
会員の期待に応える実現力のある日弁連」を創るべ
く力を尽くす所存です。
実現力のある日弁連と力強い弁政連の連携と協力
関係を一層強化し、機動的かつ実効的な取組を行い
たいものです。
弁政連会員の皆様には、一層のご支援・ご協力を
よろしくお願い申し上げます。

日弁連と弁政連､
連携の一層の強化を

日本弁護士連合会会長
村越　　進
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【斎藤】　本日は、昨年の
10月30日に発表された
“民事司法を利用しやす
くする懇談会”の最終報
告書の内容をご紹介する
とともに、広くご理解い
ただくという目的から座
談会を行いたいと思いま
す。進行は広報委員長で
あり、この懇談会の委員
でもありました斎藤が務
めさせていただきます。
まず冒頭に、この懇談会
が発足した経緯についてお話いたします。2002年に
司法制度改革推進計画が閣議決定されて11年が経過
いたしました。しかし民事司法の分野では、労働審
判制度の導入、知財高裁の設置などが実現したもの
の、改革の成果が市民に広く実感できるものになっ
ておりません。弁護士人口は2002年から10年で70％
増加したのに、全国の地裁の民事通常訴訟の新受件
数は過払い金事件を除くと、2005年以降年間約 9万
件で横ばい状況にあります。国際的に見ると、我が
国の民事訴訟件数は極めて少なく、人口比でアメリ
カの約 8分の 1、フランス・イギリスの約 4分の
1、ドイツ・韓国の約 3分の 1にとどまります。簡
裁の特定調停を除いた民事調停も2002年の約 7万件
から2011年は約 5万件に減少しています。各種の
ADRも原紛センター以外の利用件数は極めて少な

い。我が国の民事紛争自体が少ないのであれば、あ
えて問題にすることはありませんが、全国の消費生
活センターには年間約88万件の相談があり、労働基
準局には年間約100万件の相談が、総務省の行政相
談にも年間約18万件の相談があります。結局、我が
国の現状は、多くの権利・人権侵害が泣き寝入りか
法的手続によらない解決で終わっている状況にある
といえると思います。我が国の民事司法制度の利用
が伸びない原因はどこにあるのか。利用者の目線で
分析・検討する必要があるのではないかということ
で、昨年 1月、経済団体、労働団体、消費者団体、
研究者、マスコミ関係者、弁護士が結集してこの懇
談会を発足させたのが経過です。それでは、本日ご
出席の方々の自己紹介と、懇談会に参加された動
機・理由からお話いただければと思います。
【高橋】　高橋宏志と申します。大学及び法科大学院
で40年近く民事訴訟法の教師・研究者をしておりま
す。知人の弁護士から「今度こういう懇談会をつく
るので参加してほしい」というお話があり、それが
契機となり民事司法懇に参加させていただきまし
た。実際に参加すると、日弁連が出していたグラン
ドデザインとは独立して、かなり突っ込んだ議論を
いたしまして私自身も大いに勉強になりました。お
誘いには感謝している次第であります。
【安岡】　2011年の 4月から法テラスの非常勤理事を
務めております安岡崇志と申します。その 1か月前
の 2月末までは、日本経済新聞で30年間、新聞編集
に携わっていました。定年までの最後の 7年間は司

利用者目線で改革を
～「�民事司法を利用しやすくする懇談会」
� の最終報告を受けて～
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法問題を担当する論説委員として、実施段階に移っ
た司法制度改革の課題を社説やコラムに書きまし
て、この懇談会で取り上げた諸問題についても関心
を持っていました。法テラスは、市民が司法サービ
スを利用するためのアクセスを改善する仕事をして
います。司法制度改革で扶助制度国費化、法テラ
ス・コールセンターや全国にある法テラス地方事務
所・支部での法律関係の情報提供など一定の前進を
みましたが、相変わらず司法アクセスは抜本的には
改善されていないという問題意識を持っていまし
た。そんなときに日弁連からこの組織立ち上げのご
紹介があり、参加させていただきました。最終報告
書についてはなるべく利用者側・一般市民側からの
提言の色彩が濃い文書になるようにいろいろな意見
を申し上げました。
【山根】　主婦連合会の山根香織です。主婦連合会は
戦後混乱期の物もない厳しい時代になんとかして暮
らしをよくしたいということで立ち上がった主婦た
ちによって発足され、今年で66年になります。あら
ゆる生活の場で安心・安全な暮らしを目指すという
運動方針で、幅広い課題を消費者問題として提起
し、暮らしの中から消費者の声を国や行政、企業へ
届ける活動を続けています。
　司法制度改革では、司法を国民にとって身近なも
のにすることによって、一人一人の権利が守られ救
済されてより良い社会が構築されることが期待され
ましたけれども、なかなか問題の解決や改善、救済
が進んできたという実感を持つには至っていない、
もっと民事司法が国民一人一人の身近にあって利用
しやすく、頼りがいのあるものにしなければならな
い。そのためになんとか動いていく必要があるとい
うお話に共感しました。大変専門的で難しい会議だ
と思われましたし実際にそうだったのですが、消費
者として参加させていただきました。
【斎藤】　この懇談会では、民事・家事・商事部会、
行政部会、労働部会、消費者部会、基盤整備・アク
セス費用部会の 5部会に分かれて議論いたしまし
た。本日ご出席の皆さんは、それぞれの部会に所属
されて議論に参加され、部会の責任者も務められた
わけですが、それぞれ所属された部会の議論や提言
の中身についてご紹介いただければと思います。
【高橋】　民事・家事・商事部会、そして労働部会に
ついてお話いたします。ここは分量が多いので、少
し長くなるかもしれません。まず、総論として民事
司法とは社会の在り方を決めるものであり、国や社
会にとって極めて重要なものであるというところか
らお話したいと思います。
　民法を中心とした民事法というのは、一見そう感
じられないですが、社会の在り方そのものを決める
法律です。江戸時代末期の蘭学を学んでいた人たち
は、時々紛れ込んできた法律の本なども読む。そこ
には“人間は皆生まれれば権利主体となる”と書い
てあり、士農工商などの区別はないわけです。それ
に非常にショックを受けて、弟子には見せないよう
にしたというような話題が司馬遼太郎さんの小説に
出てくるのですが、民事法というのはつまり、一見
技術的に見えてそうではない、社会の根本的なとこ
ろを決めているということです。
　例えば、損害賠償でいくらもらえるのかという問

題があります。週刊誌か
ら名誉棄損されたとき
に、30万円などという判
例もあるわけですが、そ
れで本当によいのだろう
かという根本的な問いか
けをこの民事司法懇はし
ています。あるいは、家
事部門では、生殖補助医
療の技術の発展に伴い、
家族法が大きく揺れてい
ます。ここも具体的提言
としてはマイルドにして
いますが、結局夫婦や家族とは何なのかという根本
問題に関するある種の哲学がなければ個別の議論も
できないわけです。そういったところに民事司法懇
は切り込んでいるのだということを是非ご理解いた
だきたいと思います。
　各論的な話に入りますが、私は平成 8年にでき、
平成10年から施行されました新しい民事訴訟法をつ
くる法制審議会、民事訴訟法部会のメンバーでした
が、民事訴訟法でアメリカ流のクラスアクションや
ディスカバリーなどを検討する場合、法制審議会で
議論するには限界があると強く感じました。アメリ
カでクラスアクションが有効に機能しているという
評価が高いわけですが、それは各人が回収できる、
あるいは企業が吐き出さなければいけない金額が大
きいというのが特色なのです。民事司法懇は、その
クラスアクションに限らず、損害賠償の額がどうか
というところに踏み込んでいます。ディスカバリー
に関しても、もっと証拠が裁判に出てくるようにす
べきであるということを民事司法懇は言っていま
す。現状は個人情報保護に名を借りて情報を出さな
いという弊害があると見ております。これを打破す
るにはどうしたらいいか。やはりこれは法制審議
会、民事訴訟法部会レベルの話ではなく、もっと大
きな政府全体の話であろうと思います。
　強制執行制度の効率が悪いということについての
指摘もしております。強制執行制度を強力にするに
はどうすればいいのかということになりますと、例
えば被告になった人は個人の強制執行対象財産を
オープンにしなければいけないという制度が諸外国
にはあります。日本でも原始的な形ではあるのです
が機能しておりません。民事訴訟の研究者はそう
いったものをどんどん大きくしていくべきだと申し
ますが、そのサポートをもっと大きなところからい
ただきたいという思いが強くあります。
　あるいは、家族問題で申しますと、このごろ不幸
にして離婚されるときでも養育費などの扶養料をで
きるだけきちんと決めましょう、という方向に向
かっています。しかし、決めたものをちゃんと守っ
て払ってもらえるかについて我が国は脆弱です。こ
れは諸外国を見ますと、養育費などは国が代わって
取り立てます。そうすると養育費が決まっているけ
どもらえないという現象は減るわけです。そこまで
日本社会が踏み込むべきかどうかまで目を向けて議
論していただきたいと思います。反対の考え方も、
当然あるでしょう。
　さらに、私ども民事・商事・家事部会では国際的

弁政連ニュース_36号.indd   3 2014/04/03   19:40:29



benseiren  news

4

座談会

な問題を検討いたしました。例えば日本で判決を得
たが、財産は外国にある。そのときに外国で強制執
行できるかというと、辛うじて法律上ではできるよ
うにはなっていますが、実際にはなかなか難しく、
法律上の障害も皆無ではありません。地道な努力は
世界の法律家がしており、ハーグを中心に多くの国
で共通の条約をつくろうとしていますが、これはや
はり随分時間がかかります。しかし日本と特に国際
的な経済関係で取引の多い国との個別条約で解決す
るとなると、各国共通の条約よりもはるかに効率よ
く締結することができます。こういうものを政府に
お願いしますが、これはもう法制審議会マターの話
ではありません。外務省をはじめ、国の総力を挙げ
ていただかなければいけません。また紛争解決のと
ころでは国際的には仲裁という手続が大いに利用さ
れていますが、日本ではなかなか利用できていませ
ん。安岡さんの部会の方にも関係しますが、日本で
仲裁に習熟した人を育てるような場所がなかったこ
とに気が付きます。長期的にはそういった人材の養
成も考えていかなければならないと報告書は論じて
います。
　労働問題について申しますと、労働関係は最近立
法がクリーンヒットを打ちまして、労働審判という
制度ができました。これはすぐに裁判所が合意を調
整してくれるか、そうでなければ審判という形で判
断を示してくれます。評判がよく、給料・退職金を
払ってもらえないなどの紛争で利用されているわけ
です。しかし、これは裁判所組織の中で本庁でしか
原則としてやってくれない。支部でもやってもらえ
ないかという提言をしています。こういうところを
克服して労働関係の問題でも、日本の社会がより明
るく透明性の高い法の支配に服する社会になっても
らいたいと思っています。
【山根】　消費者部会の報告をします。新聞やテレビ
などの報道からもわかりますように、消費者被害・
消費者トラブルというのは大変多く起こっていま
す。消費者被害は、小額で多数の被害というもの
と、件数は少ないけれど高額な被害といったいろい
ろな実態が同居しているということ。全国消費生活
情報ネットワーク・システムに登録された相談件数
などを見ましても、年間90万件という大変高い数字
で推移してきています。相談者の平均年齢も高齢化
しており、60歳代以上がとても多くて、また50歳代

以上の高い年齢層では被
害額も高いといった実態
も浮かび上がっていま
す。一方で、被害を受け
ても誰にも相談しない人
が約 ３割います。弁護士
の方や消費生活センター
に相談したという人はご
くわずかということで
す。なぜ相談をしなかっ
たかということですが、
４割近くの人が「相談し
ても仕方ないと思った」

とのこと。また、16％の人は「相談する適切な相手
が見つからなかった」と答え、「どこに相談すれば
いいかわからなかった」、「恥ずかしいので誰にも言
えなかった」などの回答が並んでいます。
　背景としてはいろいろ挙がりましたが、やはり民
事司法というものが利用しやすく頼りがいのあるも
のだと認知されていないという問題も根底にあるだ
ろう、そのためにどう改善すべきか。そして消費者
が民事司法にアクセスできない要因をいくつかに外
形付けて整理をして、その一つ一つの要因を除くに
はどういう方法があるのかという議論をしました。
　アクセスできない理由としては、まず消費者に必
要な情報が届いておらず、そもそも自分が被害に
遭ったという自覚を持たないことが少なくないので
す。また、多くの消費者は、被害に遭ったと思って
も家族にはなかなか言えないし、特に高齢者や障が
い者などは能動的な行動を取ることができません。
次に、消費生活センターや弁護士が消費者にとって
身近になっていないこと、また、消費者団体の事業
も一部の団体が限られた態勢で行っており限界があ
るということ、消費者取引において、事業者と消費
者の情報の格差、交渉力の格差があるため、訴訟を
提起しても勝てる見込みを持つことができない事案
も多いということ、それから消費者にとって訴訟の
費用や弁護士費用の負担が重いということ、詐欺的
な事業者に対しては、勝訴しても回収できる見込み
が乏しいこと、こういった課題が要因として挙がり
ました。
　対策としては、まず消費者にいかに必要な情報を
行き渡らせるか、そしてそのために法教育の充実も
求められます。消費者自らが被害に遭ったのか、そ
れとも自分に責任があるのかなどを判断するには、
やはり消費者自身が認識を持っている必要がありま
す。学校をはじめ、市民・社会人においても様々な
場で法的なものの考え方を学ぶ機会を推進すること
が必要だということが挙げられました。
　また、製品事故などが起きた場合に、そういった
情報が的確に消費者に伝わるための方策の充実が必
要であり、リコール情報が十分に収集・周知される
ような指針や立法なども検討される必要があるので
はないかと話し合いました。
　消費者団体、消費生活センターや弁護士がいかに
消費者に身近な存在になるかということでは、それ
ぞれ努力が必要になりますし、連携をして活動して
いかなければなりませんが、消費者団体において
は、相談業務等に対する財政支援も求めていきたい
という意見も出ておりました。
　さらに、消費者取引における格差を改善する。事
業者と消費者の格差があることを踏まえて、今の法
律で改善できることがないか洗い出して、様々な方
策をとる方向へ導いていきたいということも出まし
た。訴訟費用及び弁護士費用の負担を軽くするとい
うことでは、法テラスの民事法律扶助制度と自治体
の支援制度、国や消費者庁などの支援制度がありま
すが、より利用しやすく被害者が救済されるための
制度にする必要があるのではないか。詐欺的被害に
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おいても、財産が隠匿され回復できないという問題
がありますので、その際に被害回復ができるための
法改正なども今後進めたいと思っています。
　そして、消費者団体が長らく早期成立を求めて運
動を続けておりました“集団的消費者被害回復に係
る訴訟制度”、“消費者裁判手続特例法”が成立しま
したので、今後期待どおりに民事司法のアクセスの
改善が図られて、きちんと被害が回復されるように
制度の運用なども注視してさらに検討していく。
ADRについても意見が出まして、今ADRという言
葉自体一般市民にはまだまだ浸透していないので、
PR活動が必要になりますし、ADR自体も利用しや
すく消費者のニーズに答える形で発展させる必要が
あると思います。
【安岡】　基盤整備アクセス費用部会では、裁判所や
弁護士をはじめとする法律専門職の方たちの態勢を
どう整備するかが主要な課題でした。現状で市民が
司法サービスを利用しやすい状況になっているかを
考えると非常に心細いものがあります。司法のアク
セス障害の原因は何だろうかと議論し、それを 4つ
の課題に整理しました。
　まずは“時間がかからない”司法にしなければな
らない。 2つ目は“納得ができる手続と判断が行わ
れる”司法にしなければならない。 3つ目は“当事
者の費用負担が少ない”司法にしなければならな
い。そして最後に、司法手続の中で出てくる結果
や、手続そのものについて“予見可能性がある”、
つまり情報が開示されている司法でなければならな
い。こうした 4つの条件をかなえるために何が必要
かを提言しています。
　その中で物的人的な基盤を整備する必要性を強調
しています。そうした基盤整備で、すぐに思い浮か
ぶのは、裁判所支部が統廃合された問題です。司法
過疎解消を目指す司法制度改革が実行に移された中
で逆に司法過疎が進むような状態になったのです。
支部の統廃合については、事件がないのだから事件
の多いところに裁判所の資源を重点配分するという
理屈で統廃合されましたが、この報告書の提言は、
事件がない理由はアクセス障壁が大きいからではな
いかという考えに立って、様々な提言をしていま
す。
　それから今まで司法のアクセス障害を論じるとき
には、市民から司法サービス提供者への方向のアク
セスのみに注目してきましたが、最近は、市民側
に、問題が司法的に解決が可能である、あるいは司
法的に解決しなければならない問題であるという認
識がないことが司法サービス提供者へのアクセスを
妨げているのではないか、というとらえ方が専門家
の中に生まれています。そこで報告書では、司法の
側から市民の側に働きかける、つまりアクセスの方
向を逆に考えた提言、具体的には、法教育の充実を
盛り込んでいます。法律の専門職の方から法的な問
題を抱えている人への司法アクセスも考えなければ
いけないということです。
　いま、あらためて出来上がった報告書を読み直す
と、現状で与えられた予算の中で配分を考える、あ
るいは弁護士や裁判官などの今ある人的な資源の配
分を考えることで、提言のある部分は実行に移せる
ように感じます。

　また、民事手続にかか
る手数料や弁護士費用な
どの費用負担を少なくす
る問題も現行法制の運用
改善や保険制度の拡充な
どで対応できる部分もあ
り、その気になれば大掛
かりな法改正なしでも実
行できるところもあると
感じています。
【斎藤】　皆様、ありがと
うございました。それで
は次に、改革を実現する
道筋についてお話を伺いたいと思うのですが、この
最終報告書では現在ある方策とともに新たに政府に
強力な検討組織を求めることを提言しています。こ
のような検討組織がなぜ必要なのか、その理由につ
いて述べていただければと思います。
【高橋】　やはり民事司法改革は政府全体で取り組む
べきものです。もちろん法務省が一番大事ですが、
法務省だけではなく厚生労働省や国土交通省、外務
省などいろいろな政府全体、あるいは国会も含めて
国全体で考えていただくような組織がほしいと思っ
ています。先ほど安岡さんの方から、支部問題とい
うのが出ました。私などは裁判所の問題に国がもう
少し踏み込んでほしいと思うのです。裁判官という
のはどういう仕事なのか、忙しくて本当にいい判決
が書けるのか。そして裁判官の配置というのは顕在
化した事件数だけで考えてよいのか。乱暴であるこ
とは承知した上で申し上げますが、例えば東京地裁
にいたら過払い金事件が多かった当時で民事部裁判
官一人当たり毎月50～60件の事件が新しく出てき
て、それを裁いていかなければならない。大学には
サバティカルという制度がありまして、10年以上経
ちますと研究専念期間をもらえます。裁判所でも小
さなものとしてはそれなりのものがあるのですが、
もう少し大きく研究専念期間のようなものを作って
ほしいと思います。裁判という仕事は、法律論だけ
で解決するには限界があり、今後はますます難しく
なります。特に家族問題はそうですね。だいたい家
族法は法律の条文があまりきちんと書いていないの
です。裁判離婚原因は“婚姻を継続し難い重大な事
由”といっても、これは裁判官が全人格をかけて解
釈しなければいけない問題ですから、その裁判官が
土曜も日曜も判決を書くのに追われていては困ると
いう視点です。こういうのは個別省庁ではなく政府
全体で日本社会として考えて行くべきであります。
私どもが最終報告書で出したような中身まで踏み込
んだものは今度が初めてだろうと思います。個別省
庁の上に強力な検討組織をつくっていただき、個別
省庁での検討をサポートしていただきたいと思って
おります。
【山根】　司法制度改革でもっと司法と市民が近づく
ことが期待されたのですが、なかなかそうなってい
ない。何かトラブルがあったときに身近にすぐ相談
できる弁護士さんや、駆け込める場がありますか？
といって「はい」と答える人はとても少ない現状に
あると思っています。消費者の被害がなくなるよう
に皆で考える必要があります。市民が問題意識を持
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座談会

ち、主体的に社会に関わっていろいろな課題を解決
しようという“消費者市民社会”という考え方もだ
いぶ広がりつつあります。消費者教育推進法もでき
て、各自治体で推進のための協議会をつくったり、
コーディネーターを置いたりと進みつつあると思い
ます。そういった基盤を定着させ、成長させるため
にもきちんと民事司法が改善されていく必要があ
り、そのために国を挙げて検討する必要があると
思っています。この消費者部会でも様々な議論があ
りましたが、市民側からすれば、アクセスがしづら
い、司法というものに距離があるということを問題
視しているわけです。消費者問題を解決するための
武器となる法律や制度などが脆弱であるから利用さ
れず、利用されても被害が回復できずに負担が残
り、裁判したことを後悔したというような声もあり
ます。先ほど安岡さんからも事件が少ないから裁判
が少ないのか、アクセスに課題があるから利用が少
ないのかというお話がありましたが、消費者部会で
もそういった話が出ましたが、単純に距離を縮める
努力だけすればいいのでなく、きちんと法律や制度
の改善が進まなければ駄目だという課題が強く指摘
されました。そういったことも全体的に今後の議論
で進めていただければありがたいと思っています。
　そして消費者として心配なのは、今、経済成長最
優先ということでいろいろな政策、改革の方向等が
示されています。そもそも経済振興重視から消費者
重視へということで、消費者庁も消費者委員会もで
きて動いているわけですが、消費者重視社会に向
かっていないという現実を感じますし、これでは消
費者被害の根絶という明るい未来が展望できないと
いうのが実感です。そうした意味もありまして、き
ちんと今の消費者トラブルや社会の問題を見つめ
て、今後の適切な経済発展のためにも法的なルール
の整備は必要になりますから、様々な議論を進める
場が欲しいと思っています。
【安岡】　最終報告書で挙げた提言を実現するために
は司法予算が、裁判所の予算に限ってみても3000億
円程度の状態でいいのか。予算規模が今のままでも
配分で改善できる課題もあるわけですが、大きな目
で見て国家の資源をつぎ込む割合が小さすぎるとい
う問題意識は委員に共通していたと思います。その
一点を取っただけでも、提言を実現･実行するには
大掛かりな組織が必要だと考えます。本質的なとこ
ろを考えてみると、冒頭に高橋教授からのご指摘が
あったとおり、民事法とは社会の在り方を決めるも
のですから、民事司法の基盤拡大は国の統治システ
ムのなかで三権の間の権力配分を変えていくことに
帰着すると思います。司法制度改革が提起されて実
行段階に移る前のことを考えてみると、三権分立で
三本の脚によって国の統治システムを支えると言い
ながら司法の脚は極めて細いものでした。それを太
くするのが司法制度改革の大目標だったと考えます
が、改革を経ても司法の脚は依然として細いままで
はないか、三権の間の権力配分をもう一度考えなけ
ればいけないのではないかという認識が懇談会での
議論の底にあるのだと思います。そうなるとこれは

まさに法律を整備するだけでは済まない問題になり
ます。
　そしてもうひとつ、同時に民事法制の在り方を考
えることは、市民や経済事業者や法人の行動の自由
度、与えられている権利の行使をどこまで保障する
のか、つまりは市民の自律度をどこまで認めるかを
考えることになると思います。それは抽象的にいえ
ば、法制度の面から国の形、統治の在り方を考える
ということですから、やはり大掛かりな検討組織が
必要なのだろうと思います。そして先ほど高橋教授
から社会の在り方を決めるものが民事法だというお
話がありましたが、社会の中には当然ながら経済活
動が含まれています。経済活動については、今の政
権は規制改革を通じてその在り方を変えようとして
います。したがって、当然法制度の在り方も考えな
ければいけないということになるはずです。
【高橋】　安岡さんの話を聞いているうちに、大学の
法律の教師がこんな議論をしていたなということを
思い出しました。昔は何か企業がやろうとするとそ
れは法律違反だから駄目だというのが法律家（顧問
弁護士）の対応でした。ですが、30～40年前ぐらい
から法学部でもそれでは法律家として役に立たない
ということで、こういうことを実現したいなら、こ
れは駄目だけれども、ほかにこんなやり方があるの
だと、実現可能性を示すような法律家に変わってい
かなければいけないという議論を致しました。我々
が今日議論している民事法というのは、使っていく
べきものなのです。ですから山根さんがおっしゃっ
たとおり、消費者を相手にする営業の方は、ここか
ら先なら法律でも許されているし、こういう制度を
使えばもっと上手くできるというような司法制度の
利用の仕方というのがあるのかもしれません。今政
権が経済の活性化を考えているのだとすれば、それ
は当然に司法の在り方を組み込んで、司法をどう上
手く使って更に経済を活性化するかという視点がな
ければいけないと思っています。そういう意味でも
国全体を挙げて考えていく問題だということです。
【斎藤】　これからの社会は民間人（私人）が社会の
ルールづくりに参画するという意味でも市民が積極
的に司法を活用する社会になっていかなければなら
ないと思います。懇談会は大きな提言をしているわ
けですが、これを具体的に実現していくのは大変な
作業です。それぞれの立場でこの提言を実現してい
くためには何が必要で、自分としてはこうやってい
きたいといったお考えがあればお聞かせください。
【山根】　まずは、より良い、暮らしやすい社会の実
現のために司法をもっと市民の身近なものにしよう
という、そうした意識を持つ必要があるということ
を、シンポジウムや様々な方策を用いて市民に伝え
なければいけないと思います。今、こうした問題意
識を持っている市民は大変少ないと思いますので、
大変難しい課題ではありますが、わかりやすく情報
提供する必要があります。報告書ができたときの最
後の委員会でもそういった発言がたくさん出たと思
いますが、国民や市民を巻き込んでこの問題も前に
持っていかないと上手く展開していかないと感じま
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す。一歩ずつ進めていかなければいけませんね。
【高橋】　私個人がまずやらなければいけないこと
は、自分の領域である研究の中で理論を深めていく
ということです。
　そしてやはり最後は、国民自身（世論）が決める
ことですので、マスコミの方々のご理解が一番肝要
だと思っています。法律家とお医者さんはよく専門
家同士ということで対比されるのですが、医療の現
場がいかに問題を抱えているかというのはマスコミ
の方がここ10～15年で取り上げてくださっていま
す。私個人は、裁判官もそれに匹敵するような大変
さの中にいるのだと見ていますが、裁判所への切り
込みというのは医療界よりまだ手が付いていないと
思いますので、そこはマスコミの方に大いに報道し
ていただきたい。そのときには我々の報告書とは違
うものが出てくるかもしれませんが、それはそれで
批判していただくのは結構です。マスコミとしては
我々の宣伝機関ではありませんし、批判してさらに
良くなることもあり得ますから、そういう意味でも
マスコミの方に大いに期待しております。
【安岡】　元マスコミの立場からいいますと、大掛か
りな話は大きな記事でないとなかなか書けないので
す。報告書で提言しているような検討組織が発足す
ることになれば、司法制度改革のときに審議会の報
道を逐一していましたが、あれに匹敵するぐらい大
きな記事にできる取材事象になるだろうと思いま
す。そのためにも、なんとか検討組織を実現させる
必要がありますが、一つ有効だと思うのは、報告書
でも随分と分量を割いて書いている、法制度整備の
経済効果をアピールすることです。報告書をまとめ
た10月30日前後の日本経済新聞の紙面から拾っただ
けで参考になる記事を 3つ見つけました。 1つは朝
刊の『大機小機』というコラムで10月23日付です。
一部引用すると「経済を本格的な成長軌道に乗せる
ために必要なのは、資本主義（市場経済）を運営す
る制度・条件の整備あるいは再構築である。全速力
で運転しても安心できる法制度の再構築があって初
めて、不要な規制の排除が可能になる。日本の国益
を守るという決意は、法に真剣に取り組むことを抜
きには考えられない。」。それからやはり朝刊の『経
済教室』11月18日付です。東大の柳川範之教授が“法
整備もマクロ経済政策”と題した一文を書いてま
す。一部引用すると、「法制度が整備されていない
と経済活動を委縮させてしまう。規制改革は、実は

法制度改革の問題である。」とありました。日経ヴェ
リタスという週刊金融情報専門紙の12月15日号には
国際大学教授の加藤創太という官庁エコノミスト出
身の方が、論文を寄せています。引用すると、「90
年代以降に新たに導入された様々な法規定には、条
文の行間を埋める判例・裁判例や相場観が確立して
いないため、企業にとっては法的不確実性が高まっ
た。」つまり、経済改革をしたときには、それを支
える法的インフラが整っていないとそういう政策転
換は一時的に経済にマイナスの影響を与えてしま
う、経済改革を実効あらしめるには十分な司法の基
盤を整えておかなければならないとの指摘だと思い
ます。法制度を充実させていくことが経済成長のた
めには必要なのだという訴え方をすれば、それだけ
でも報道するのに値するインパクトがあると思いま
すし、政府に検討組織を設けさせる動機づけとして
有効に働くのではないでしょうか。
【斎藤】　ありがとうございました。マスコミの関係
では地方紙が中心ですが、社説などでもこの懇談会
の最終報告書を取り上げていただいております。そ
の報道がもっと広がるといいなと思います。
　そして、安岡さんが言われた三権の権力配分の問
題の中で欠かせないのが、行政訴訟の改革ですね。
まさに司法が行政をチェックするという意味では行
政事件改革が極めて重要になっています。その点に
ついてもこの最終報告書の中ではかなり詳細な分析
をしていて、行政事件の提訴数が少ない、さらには
原告の勝訴率が非常に低いという問題、そしてどこ
にその原因があるのかについても分析していますの
で、これも大きなインパクトを与える内容ではない
かと思います。是非この報告書を受けて、日本社会
における民事司法改革の議論が大きく広がることを
期待しております。
　日弁連も今年は会内議論をさらに広め、民事司法
改革を推進するために全力で取り組むことになって
いくと思います。 9月20日の日弁連司法シンポジウ
ムでも、民事司法と家庭裁判所の改革がテーマに
なっています。そして最高裁、法務省と改善・改革
の協議を重ねるとともに、国会議員の方々にも広く
ご理解をいただきたいと思っております。この座談
会がそのサポートになることを願いまして、本日は
締めたいと思います。ありがとうございました。

� （平成26年 1 月27日　於霞が関弁護士会館）

弁政連ニュース_36号.indd   7 2014/04/03   19:40:32



benseiren  news

8

Ｑ．法曹から国会議員を目指したきっかけ

Ａ．公募を見てチャレンジを決断
政策秘書資格を取得していたこともあり、参議院

議員丸山和也の法律事務所に移籍したと同時に公設
秘書として議員事務所にも入ることになりました。
丸山議員の活動を間近で見るうちに国政の場に魅力
を感じ始めた折、自民党で候補者の公募が始まり、
周囲から「やってみてはどうか」と勧められ、「チャ
レンジするなら今しかない」と決心し、生まれ故郷
の岩手 ４区から出馬が決まりました。元々政治に関
心はありましたが、初めから政治家を目指して事務
所を移籍したわけではなく、ご縁があって今ここに
いるという感じです。若さや、家族の支えがあって
の思いきった挑戦だったといえます。

Ｑ．法曹資格が議員活動に与える影響

Ａ．現場主義と論理的思考
政策立案の面で大きなプラスがあります。役所の

方の報告と現場の声とでは乖離があることも多く、
まず当事者にあたり一次資料に触れようとする弁護
士としての習慣が非常に役に立っています。また、
様々な会議の場において、論理的思考ができるとい
う点は重宝します。役所の方との間においても、事

実認定と評価、立法事実の把握、そして政策選択の
裁量判断という段階を区別して、建設的な議論がで
きます。

Ｑ．実現したい政策課題

Ａ．地方と都会との格差解消
「地方と都会との格差解消」が生涯取り組んでい
きたい私のライフワークです。いま、若者が就職の
ために都会に集まることで、地方の過疎化が進むと
同時に、都会で生活する若者は、必ずしも恵まれて
いるとは言い難い都会での生活のために安心して子
育てができない状況にあります。すなわち、都会が
地方の若者を集め、その若者たちは、都会で満足な
子育てができず人口減少に追い打ちをかけるとい
う、「都会の人口ブラックホール現象」が生じてい
ます。この問題を解決するために、地方で生活を送
りたい若者がそのまま地方で働き暮らしていけるよ
うにするため、地方と都会の格差を解消すること
が、今後の日本社会のためにも絶対に取り組まなけ
ればならない課題だと考えています。

Ｑ．議員になった実感と法曹へのメッセージ

Ａ．選挙運動に関わってみよう
国会議員の仕事はすぐに結果が出るわけではな
く、一般の方々からお叱りを受けることが多い仕事
だというのが率直な感想です。ただ、それは同時に
大きな物事を動かせる可能性があるということで、
そこが魅力です。とはいえ、成果がすぐに見えてこ
ないのが弁護士の仕事との違いでしょうか。弁護士
も選挙運動に関わるこ
とで、候補者や議員と
ともに汗をかくこと
で、膝詰めで議論を交
わすことのできる密な
信頼関係を構築してい
くことは、政策形成に
おいて有用ではないで
しょうか。弁政連の政
策立案活動にこれから
も期待しています。

� 以上

新 連
 載

弁護士議員に聞く

藤　原　　　崇　議員
衆議院・比例東北（自由民主党）
東京弁護士会

（インタビュアー　広報委員会副委員長　池本寛子）
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Ｑ．法曹から国会議員を目指した動機

Ａ．既存制度の限界を超えるために
弁護士としての活動の限界を感じたことが、政治

家を志した動機の一つになっています。困っている
方を支える存在でありたいと願って弁護士になりま
した。刑事弁護、破産・債務整理、高齢者事件にも
数多く携わってきましたが、同時に現行の法制度の
限界も感じてきました。法的手続の終了だけでは、
必ずしもその方の人生を救えたことにはならないか
らです。特に東日本大震災で被災して途方に暮れて
いる方を前にして、既存制度の枠組みでしか相談が
できなかったとき、新たに法律や制度を創ることの
必要性を強く感じました。

Ｑ．法曹資格が議員活動に与える影響

Ａ．議論に活きる法的素養
法律家としてのバックグラウンドがあることで、

法案審議の議論において、的確に争点や課題を理解
することができると感じています。たとえば、憲法
の議論をするときにも、立憲主義という考え方の知
識があると、いろいろな立場の方の価値観や考え方
を正確に理解でき、深い議論ができます。

Ｑ．実現したい政策課題

Ａ．家事関係の制度改善を
「成年後見制度」の利用促進に力を入れています。
認知症の方の数に対して、成年後見の件数はごく僅
かです。医療と介護の連携に加え、日常生活支援や
消費者相談サービスの連携により、後見制度を支え
ていくことが必要です。また、「司法ソーシャルワー
ク」の推進も大切です。これは、法テラスや法律家
が、自治体や福祉関係者と一緒に、現場で困ってい
る方にアウトリーチしてサービスを提供するもので
す。法律家が地域のネットワークの一員となり、市
民との垣根を低くすることが求められています。さ
らに、離婚後の子どもの「面接交渉権」の確保も課
題です。年間約２５万人が離婚している現状において
も、家庭問題情報センター（FPIC）のような面接
交渉支援センターはまだ少なく、拡充が必要です。

Ｑ．議員になった実感と法曹へのメッセージ

Ａ．共に現場の声を政策に
国会議員は、特別な存在ではないということを強
く感じています。現場で困難に直面して、戦ってい
る方々の強い思いがあってこそ、大きなうねりが生
まれ、政策を作り上げることができるのです。法律
家であれば、現場の本当の悩みや声に気付けるはず
です。法律家の皆様とも一緒になって、思いを政策
実現に繋げられたらと願っています。

� 以上

弁護士議員に聞く

佐々木　さやか　議員
参議院・神奈川（公明党）
横浜弁護士会

（インタビュアー　広報委員会副委員長　岡本　正）
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平成26年度 日本弁護士連合会副会長
氏名（所属会）／主たる担当委員会／抱負

髙
中
　
正
彦
（
東
京
弁
護
士
会
）

法
曹
養
成
問
題
、
不
祥
事

問
題
、
業
際
非
弁
問
題

弁
政
連
と
緊
密
に
連

携
し
て
日
弁
連
が
抱

え
る
課
題
に
果
敢
に

取
り
組
み
ま
す
。

神
　
　
洋
明
（
第
一
東
京
弁
護
士
会
）

取
調
べ
の
可
視
化
実

現
本
部

弁
政
連
と
連
携
し
な

が
ら
刑
事
司
法
改
革

に
全
力
で
取
り
組
み

ま
す
。

山
田
　
秀
雄
（
第
二
東
京
弁
護
士
会
）

広
報
、
男
女
共
同
参

画
、
民
事
介
入
暴
力

力
強
い
司
法
を
実
現

す
る
た
め
、
弁
政
連

と
日
弁
連
の
密
な
協

力
が
不
可
欠
で
す
。

水
地
　
啓
子
（
横
浜
弁
護
士
会
）

憲
法
問
題
対
策
本
部
、

子
ど
も
の
権
利
委
員
会

弁
政
連
活
動
の
重
要

性
を
実
感
し
て
い
ま

す
。
連
携
ご
支
援
を

お
願
い
し
ま
す
。

田
邊
　
　
護
（
山
梨
県
弁
護
士
会
）

国
際
交
流
委
員
会
ほ

か
国
際
関
係

政
治
の
力
が
必
要
で

す
。
弁
政
連
と
と
も

に
頑
張
り
た
い
と
思

い
ま
す
。

石
田
　
法
子
（
大
阪
弁
護
士
会
）

貧
困
問
題
対
策
本
部
、
人
権
擁
護
委
員

会
、
両
性
の
平
等
に
関
す
る
委
員
会

貧
困
問
題
の
解
決
に

は
国
の
施
策
が
必
要

で
す
。
弁
政
連
に
期

待
し
ま
す
。

浅
岡
　
美
恵
（
京
都
弁
護
士
会
）

消
費
者
問
題
対
策
委
員
会
、
公

害
対
策
・
環
境
保
全
委
員
会

経
済
・
社
会
の
変
化

に
対
応
し
た
新
し
い

法
の
整
備
に
取
り
組

み
ま
す
。

花
井
　
増
實
（
愛
知
県
弁
護
士
会
）

Ａ
Ｄ
Ｒ
セ
ン
タ
ー
、

司
法
制
度
調
査
会

議
員
の
皆
さ
ま
へ
の

要
請
活
動
に
ご
協
力

を
御
願
い
致
し
ま
す
。

大
迫
　
唯
志
（
広
島
弁
護
士
会
）

秘
密
保
護
法
対
策
本
部
、
刑
事
弁

護
セ
ン
タ
ー
ほ
か
刑
事
司
法
関
係

日
弁
連
の
施
策
の
実

現
に
向
け
、
協
同
し

て
取
り
組
み
た
い
と

思
い
ま
す
。

古
賀
　
和
孝
（
福
岡
県
弁
護
士
会
）

民
事
司
法
改
革
推
進
本
部
、

弁
護
士
業
務
改
革
委
員
会

山
積
す
る
諸
課
題
解

決
の
た
め
、
弁
政
連

と
緊
密
に
連
携
・
対

処
い
た
し
ま
す
。

内
田
　
正
之
（
仙
台
弁
護
士
会
）

日
本
司
法
支
援
セ
ン
タ
ー
推
進
本
部
、
東
日

本
大
震
災
・
原
子
力
発
電
所
事
故
対
策
本
部

弁
政
連
と
連
携
し
て

被
災
者
支
援
と
司
法

ア
ク
セ
ス
の
充
実
に

努
め
ま
す
。

山
﨑
　
　
博
（
札
幌
弁
護
士
会
）

公
設
事
務
所
・
法
律
相
談
セ
ン
タ
ー
、
裁
判

官
制
度
改
革
・
地
域
司
法
計
画
推
進
本
部

弁
政
連
と
協
力
し
、

地
域
住
民
の
司
法
ア

ク
セ
ス
改
善
に
努
め

ま
す
。

田
中
　
浩
三
（
徳
島
弁
護
士
会
）

中
小
企
業
法
律
支
援
セ
ン
タ
ー
、
リ
ー
ガ
ル
・
ア
ク

セ
ス
セ
ン
タ
ー
、
行
政
訴
訟
セ
ン
タ
ー
、
国
際
人
権

弁
護
士
会
が
使
命
を
果
た

す
に
は
弁
政
連
と
の
連
携

が
不
可
欠
だ
と
思
い
ま
す
。
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2014年新年祝賀会

奥野信亮　法務副大臣（自由民主党） 山口那津男　公明党代表

小川敏夫　参議院議員（民主党） 三谷英弘　衆議院議員（みんなの党）

平成２６年 １ 月１６日午後 ６時から、ルポール麹町「ロイヤルクリスタル」において、新年祝賀会

が開催された。出席者総数約２３０余名、国会議員は本人出席・代理出席あわせて１１２名を超えるご

出席をいただいた。自民党奥野信亮法務副大臣、山口那津男公明党代表をはじめ、多くの議員の

方々から力強いご支援のお言葉をいただいた。法曹養成制度や特定秘密保護法等に関しても出席

議員の方々から言及があった。� （編集長　小川晃司）
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「弁護士の活動領域の拡大」
� 伊東　卓（第二東京）

１ 　有識者懇談会と分科会の設置

平成２５年 ６ 月２6日、法曹養成制度検討会議の取り

まとめが公表され、この中で、法曹有資格者の活動

領域について、「その広がりはいまだ限定的といわ

ざるを得ない状況にある」と指摘された。このこと

を踏まえ、同取りまとめは、法曹有資格者の活動領

域の更なる拡大を図るため、「新たな検討体制の

下、各分野の有識者等で構成される有識者会議を設

け、その下に企業、国・地方自治体、福祉及び海外

展開等の各分野別に分科会を置く」こととした。

そして、法務省に「法曹有資格者の活動領域の拡

大に関する有識者懇談会」が設置され、その下に

「国・地方自治体・福祉等の分野における法曹有資

格者の活動領域の拡大に関する分科会」「企業にお

ける法曹有資格者の活動領域の拡大に関する分科

会」「法曹有資格者の海外展開に関する分科会」の

各分科会が設けられ、現在、試行方策の実践に取り

組んでいる。

２ 　各分科会における取組状況

各分科会で検討されている試行方策等の取組は、

以下のとおりである。

（ １）官庁・自治体・福祉分野について

　①�法務省における法テラススタッフ弁護士の研

修受入れ

　②被災自治体への弁護士派遣に向けた取組

　③全国版行政連携センターの設置

　④�条例づくりレビュー研究会による条例等制定

支援の取組

　⑤法テラスによる司法ソーシャルワークの取組

（ ２）企業について

　①�ひまわりキャリアサポートセンターの設置

（企業と弁護士・修習生のマッチングの促進）

　②ひまわり求人求職ナビの改善

　③�企業向け情報提供（企業向け広報ツールの改

訂、企業向け情報提供会の開催など）

　④�弁護士・修習生向け情報提供（弁護士・修習

生向け広報ツールの改訂、セミナー・就職説

明会の実施など）

　⑤任期付採用スキームの実施

　⑥�企業のニーズに応える人材の養成のためのモ

デルカリキュラムの策定（法科大学院の学生

向けカリキュラム、修了生向けリカレント、

弁護士会の企業内弁護士に対する研修など）

　⑦女性起業家・女性企業内弁護士支援

（ ３）海外展開について

　①法曹有資格者の海外派遣プロジェクト

　②中小企業海外展開支援弁護士紹介制度

　③人材育成事業

３ 　日弁連における活動組織の設置について

これらの分科会における事業を推進し、弁護士の

活動領域のさらなる拡大に取り組むため、日弁連

は、「法律サービス展開本部」を設置することとし、

平成２６年 ２ 月の理事会で承認を得た。同本部の下に

は、「自治体等連携センター」「ひまわりキャリアサ

ポートセンター」「国際業務推進センター」の組織

が設置され、それぞれの分野における活動領域拡大

に向けて活動を開始する予定である。

４ 　活動領域の拡大の今後について

企業内弁護士は、平成２５年 ６ 月時点で９６５名と

なった（組織内弁護士協会調べ）。企業内弁護士は、

平成１５年 ３ 月時点では８８名であったが、これが１０年
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間に１０倍以上に拡大したことになる。また、任期付

職員として勤務する弁護士は、平成２５年 ６ 月時点

で、中央官庁で８９名、自治体で３１名である（弁護士

登録している者のみ）。

このように、企業や自治体、官庁において、弁護

士はすでに活動の領域を拡大しつつある。とくに、

企業内弁護士は近年年間１００名～200名程度のペース

で増加しており、国内に３, ０００社以上の上場企業が

存在していること、企業業績が好転していることも

考え合わせれば、この傾向は今後も当面続くと考え

られる。自治体においても顕著に増加しており、任

期付で自治体に採用された弁護士の有用性を評価す

る声が高いこと、全国に約１, ７００

の自治体が存在していることを考

えれば、弁護士を任期付職員とし

て採用する自治体は今後さらに増

加することが確実に見込まれる。

このような状況であるにもかか

わらず、検討会議取りまとめは、

法曹有資格者の活動領域の拡大に

ついて「いまだ限定的」と指摘し

たのであるが、これは、司法制度

改革が目指した事前規制型社会か

ら事後チェック型社会への転換、

透明で公正公平な法化社会の実現

という視点から考えると、まだ社

会の変化が十分には現れていない

ことから、そのような指摘がなさ

れたものと解されよう。司法制度

改革以降の社会変化としては、グ

ローバル化の急速な進展を指摘し

うる。グローバル社会において、

日本企業が持続的成長を遂げるに

は、海外進出にその場を求める以

外にない。特に、中小企業がアジ

アを中心とした海外へ進出しよう

とするには、法的支援が必要な状

況にある。このような変化に対応

するためにも、弁護士の活動領域の拡大が求められ

ている。

もっとも、法科大学院などの法曹養成課程におい

ては、これらのニーズに応じられる人材育成が十分

には行われてこなかったという点が課題として指摘

しうる。とくに、法科大学院では、司法試験合格率

の低迷に伴い、とにかく司法試験に合格することが

優先された結果、多様なニーズに対応する余裕を

失ってしまっている。今後、法曹養成制度の改革が

実施され、法曹志望者が回復して、多様なニーズに

対応した法曹養成が充実するようになれば、弁護士

の活動領域はさらに拡大すると思われる。

（法曹養成制度改革顧問会議（第 ５回）資料から転載）
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支部活動ヘッドライン
　本部広報委員会では、『支部活動ヘッドライン』として、各支部の対外的活動内容を一覧表にして、全国の
弁護士にお知らせしています。支部活動の参考にしていただければ幸いです。

日　　付 支　　部 活　動　内　容

平成25年11月 2 日 岩　　手 県選出の国会議員、県議会議員との懇談会

平成26年 1 月23日 大　　阪 自治体職員（弁護士、有資格者）との懇談会（弁護士会との共催）

平成26年 1 月25日 鹿児島県 司法修習生に対する給費制復活を求める国会議員に対する要請

平成26年 2 月 8 日 大　　阪 法曹有資格者・政策秘書との懇談会（弁護士会との共催）

平成26年 2 月17日 石 川 県 金沢市議会議員との意見交換会

平成26年 2 月18日 愛 知 県 神田眞秋前愛知県知事（元名古屋弁護士会会員）による講演会「弁護士は政
治に向いているか－知事・市長の22年間を振り返って－」（弁護士会との共催）

平成26年 2 月26日 広　　島 河井克行衆議院議員と懇談

平成26年 2 月27日 長 野 県 務台俊介衆議院議員に対し、行政書士法の改正反対活動運動

平成26年 2 月27日 大　　阪 シンポジウム「隣接士業法の改正に如何に対応するか」（弁護士会との共催）

平成２４年１１月 ７ 日に弁政連和歌山支部主催で和歌山県知事と和歌山弁護士会会員との意見交換会が開催され
ました。
弁政連の活動としては、それまで主に国会議員に対する要請や意見交換などが中心でありましたが、弁護

士・弁護士会が抱える問題は地方自治体レベルでもあるのだから、自治体首長や議員との交流も意味があると
日頃思っていました。平成２４年の夏頃、ある席で仁坂吉伸和歌山県知事と隣あわせになったとき、弁護士会の
会員と意見交換でもしませんかと、誘ってみたところ、知事は大いに乗り気になって、「なんでもいい、ざっ
くばらんに忌憚のない意見を言い合いましょう」とのことでした。
知事は特にテーマを決めずにという意向でしたが、私はせっかくの機会であるのに言いっぱなし、聞きっぱ

なしではもったいないと思いましたので、和歌山弁護士会執行部に対して、知事あるいは県に対して要請等が
ある委員会 ７つを選定してもらい、当日の意見交換会に臨みました。各委員会代表がまず ５分間のプレゼン
テーションをし、それに対して知事が答え、意見交換をするという形で進みました。
そんな中、犯罪被害者支援委員会からの「性暴力被害者のためのワンストップセンターを和歌山県に設置し

てほしい」という訴えに対し、知事は即座に「いいですね。来年からやりましょう。」という答えを出したので、
参加者一同皆驚きました。

その後まもなくから県と弁護士会の間で設立に向けての活動
が始まりました。和歌山弁護士会ではそのためのプロジェク
ト・チームを作り、対応をしてきましたが、平成２５年 ７ 月１６日
に和歌山県立医科大学付属病院内に、性暴力救援センター和歌
山「わかやまmine」が発足しました。
知事の決断、それを促した弁護士会の行動は、今後の弁政連
の活動のあり方を考えさせるものであり、特筆すべきことと思
いますし、全国の弁政連の皆さまに対して参考になると思われ
ます。

和歌山県知事と和歌山弁護士会との意見交換会
� 和歌山支部　幹事長　有田　佳秀
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全国支部懇談会開催される

千葉県支部設立総会報告　関弁連管内最後の支部設立される
　千葉県支部が、平成２６年 ３ 月２７日、設立しました。平山理事長が就任された平成２３年度から毎年のように千葉は
まだか、千葉はまだかと言われ（励まされ？）続けましたが、平成２５年度の最後になって、ようやく支部を設立す
ることができてほっとしています。
　設立総会、それに引き続いての懇親会には、衆議院議員で当会の会員である富田茂之先生と門山宏哲先生、奥野
総一郎先生、小西洋之先生、西田譲先生の ５名が
出席されたほか、議員秘書や政党関係者、県議会
議員を含め１３名が参加されました。また、熊谷俊
人千葉市長にもご出席いただきました。弁政連本
部からは平山理事長をはじめ ５名の役員の方々に
ご参加いただき、平山理事長からは、お膝下の千
葉県に支部ができてほっとしている、これからど
んどん活躍してほしいと励ましのお言葉をいただ
きました。
　関弁連管内では最後、全国でも４１番目の支部で
すが、頑張って活動してまいりますので宜しくご
支援ください。�（千葉県支部事務局長　齋藤和紀）

定期総会・会員懇親会の御案内
　日本弁護士政治連盟定期総会及び会員懇親会を下
記のとおり開催しますので、御案内します。

記
定 期 総 会
　 １　日時　平成26年 ５ 月14日（水）
　　　　　　午後 ４時30分から午後 ５時30分
　 ２　場所　弁護士会館　 ２階講堂「クレオ」
　 ３　議題
　　（ 1）平成26年度事業活動方針に関する件
　　（ 2）平成25年度活動報告の件
　　（ 3）平成25年度決算に関する件（報告）
　　（ 4）平成26年度予算に関する件（報告）
会員懇親会
　 １　日時　平成26年 ５ 月14日（水）
　　　　　　午後 ５時30分から
　 ２　場所　弁護士会館　 ２階講堂「クレオ」
　 ３　会費　 ５千円

　平成２６年 １ 月１６日、ホテルルポール麹町エメラルドにて、新春祝賀会に先立って全国から２０支部の代表および平

山理事長を含め本部役員が出席して、弁政連全国支部懇談会が開催された。本部活動報告のほか、現在の政治状況

を踏まえての弁政連の取組、特に隣接士業問題が大きく議論された。高中常務理事からは、国政への働きかけにお

いて弁護士に比べ隣接士業における政治連盟の活動が極めて活発であること、また、隣接士業の業務範囲拡大の動

きについて、問題は士業間の権益の問題ではなく国民の利益に関する弊害の問題であることをきちんと立法の場に

伝えていくことが必要との報告がなされたのに対し、それに当たっては当該領域に弁護士会がきちんと取り組みカ

バーしていくことが重要との意見が多く出された。� （編集長　小川晃司）

本部人事について
村越進副理事長（第一東京）が ３月３１日付けで辞任

高中正彦常務理事（東京）が ３月３１日付けで辞任

森信静治常務理事（大阪）が ３月３１日付けで辞任

岩田研二郎会員（大阪）を後任の理事、常務理事に選任
� （ ４ 月 １ 日付け）

支部人事について
千葉県支部
　支 部 長　松本　新太郎
　副支部長　小倉　純夫、山下　洋一郎
　事務局長　齋藤　和紀

群馬支部
　小暮清人幹事長に代わり、小磯正康会員が幹事長に就任

鹿児島支部
　堂免修幹事長に代わり、新納幸辰会員が幹事長に就任

日弁連新執行部と弁政連の本部および各支部の連携を、さらに強めたいと思います。（さいとう）
新緑のシーズンになってきました。景気も若々しく芽吹いてほしいものです。（おがわ）
業務と出産・育児の両立に日々頭を悩ませております。（いけもと）

当事者にとって真に利用しやすい民事司法制度を作っていくためには、弁護士業界からの積極的な情報発信が必要です。（なぎら）
新年度にピッタリの素敵なインタビュー写真ですね。（おかもと）

編集後記
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